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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、事業活動を通じて利益を上げ、継続的に企業価値を増大させることが企業としての使命であり、これらを実現するために、ステークホルダ
ーに対する責任を果たしていかなければならないと考えております。

そのためには、内部統制、リスク管理を確立・向上させることにより、取締役会、監査役会、内部監査室、会計監査人等による監督機能の強化を
図り、さらに個々人のコンプライアンス意識を高めていくことが重要であると認識し、また、コーポレート・ガバナンス・コードの趣旨を踏まえ、企業統
治の充実に取り組みます。

また、迅速かつ正確な情報開示に努めることで、信頼関係の構築を図ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２④　英訳招集通知の作成】および【補充原則３－１②　海外投資家等への情報開示】

当社は現在海外投資家比率が低いため、コスト等を勘案し議決権の電子行使や招集通知の英訳を採用しておりません。しかしながら、IRホーム
ページ及び四半期決算短信につきましては、2021年12月以降に英訳したものを開示しております。今後株主構成の変化等状況に応じて検討を進
めてまいります。

【補充原則２－４①　中核人材の登用における多様性の確保】

当社は、優秀な人材については性別、国籍等の属性に関わらず、積極的に採用及び管理職へ登用するという考えのもと、すべての社員に平等な
評価及び登用の機会を設けております。現在は属性ごとの目標数値は掲げておりませんが、多様性確保の観点も含め、女性の能力発揮の促進（
ポジティブアクション）や仕事と育児の両立支援を行い、女性がより活躍できる環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定しています。

計画期間 2021年4月1日から2024年3月31日までの3年間

1)労働者に占める女性労働者の割合を20％以上にする

2)管理職の残業時間数を平均30時間以内にする

【補充原則３－１③　サスティナビリティ取組み等の開示】および【補充原則４－２②　サスティナビリティ取組み等についての取締役会の監督機能】

サスティナビリティについては、一部ホームページへ開示しておりますが、取組み内容／経営戦略／経営課題との整合性を意識した人的資本や
知財財産への投資等については、さらなる充実した情報開示を進めてまいります。

また、本コードの趣旨を踏まえ、TCFD等の枠組みに基づく情報開示の質と量の充実を進めるべく検討をしてまいります。

【補充原則４－２①　報酬制度設計】

取締役の報酬は、株主総会での決議により定められた報酬限度額の範囲内で、会社の業績や経営内容、個々の職責と実績、経済情勢等を総合
的に勘案して、社外取締役の助言を得たうえで取締役会で決定いたします。監査役の報酬は監査役会の協議により決定しております。また、自社
株報酬等の中長期的な業績と連動するインセンティブの導入を検討してまいります。

【原則４－８．　独立社外取締役の有効な活用】および【補充原則４－８③　支配株主】

当社は、独立社外取締役１名を選任しておりますが、独立社外取締役独自の観点から経営陣に対する提言や監査役と協働した監督を行うなど、
経営陣や監査役と連携しており、現時点において、独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。加えて、社外監査役２名とも独立役
員として登録しており、合計３名の独立役員で十分に経営の監視及び監督は機能できるものと考えております。

なお、更なるコーポレートガバナンス機能の強化を目的として、独立社外取締役の増員を検討してまいります。

【原則４－１０．　任意の仕組みの活用】および【補充原則４－１０①　任意委員会の検討】

当社は監査役会設置会社であって独立社外取締役が取締役の過半数に達していませんが、現在の当社事業規模を勘案し任意の委員会の設置
はいたしておりません。しかしながら、経営陣幹部・取締役の指名・報酬などの重要な事項検討にあたっては、実効的に独立社外取締役の適切な
関与・助言を得たうえで、取締役会で決定いたします。

【補充原則４－１１①　取締役のスキル】

当社の取締役会は、定款で定める取締役10名以内、監査役5名以内の人員の範囲内で構成され、実効性のある議論を行うのに適正な範囲であり
、各事業に伴う知識／経験／能力等のバランスを配慮し、多様性を確保した人員で構成することを、基本的な考え方としています。なお、中長期
的な経営の方向性や事業戦略に照らして必要なスキルの確保が重要であると認識しており、今後スキルマップ等の策定・開示についても検討して
まいります。

取締役の選任に関する方針・手続きについては、【原則３－１－４．経営陣幹部選任、取締役・監査役候補指名】への対応に記載のとおりです。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社では、新任役員につきましては、経営者として習得しておくべき、法的知識を含めた役割・責務の理解促進を図ってまいります。また、就任後
も職務遂行に必要な情報を提供するとともに、外部セミナーへの参加を推進するなど研鑽の場を設けてまいります。

【補充原則５－２①　事業別による経営戦略等の公表】



事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況につきましては、取締役会での議論の上、今後、株主・投資家の
皆様に分かりやすく示していけるように努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．　いわゆる政策保有株式】

１．政策保有に関する方針

事業戦略上の重要性を総合的に勘案し、当社グループの中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合、政策保有株式等を保有していく
方針です。また、保有目的が適切か否かについて、担当取締役による年１回の見直しを行います。その際、効果が認められないと判断した株式に
ついては、取締役会に諮り、株式市場への影響や事業面での影響などを考慮しながら、売却を行う方針です。

２．議決権の行使

保有株式の議決権につきましては、保有株式対象企業の価値向上に繋がるか、当社グループの企業価値を棄損させる可能性がないかを個別に
精査したうえで、議案への賛否を判断いたします。

【原則１－７．　関連当事者間の取引】

当社と支配株主との取引につきましては、会社法の定めに従い取締役会においてその取引内容および条件等の妥当性を十分審議し決定するこ
とといたしております。

【原則２－６．　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社では、企業年金制度を保有しておりませんが、制度を導入する場合には、企業年金のアセットオーナーとしての機能を発揮いたします。

【原則３－１．　情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社ホームページ（URL：https://www.kyoden.co.jp）に記載しております。

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書の「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

３．経営陣幹部・取締役の報酬決定

本報告書の「Ⅱ.1.【取締役報酬関係】」に記載のとおりです。

４．経営陣幹部選解任、取締役・監査役候補指名

１）方針

経営陣幹部の選解任、取締役・監査役候補の指名にあたっては、取締役会全体の相互補完的バランスを勘案しております。各候補者につきまし
ては、経営専門家としての高度な倫理観・誠実性・価値観の保持や専門的な知見を有することを条件として選解任・指名しております。また、社外
取締役・社外監査役候補者につきましては、同時に独立性についても考慮して指名しております。

２）手続

経営陣幹部、取締役候補者につきましては社外取締役の助言を得たうえで、監査役候補者につきましては監査役会の同意を得たうえで、取締役
会で決定いたします。

５．取締役・監査役の個々の選解任・指名についての説明

取締役・監査役各候補者の選解任・指名の理由につきましては、株主総会参考書類に記載するなど、適宜開示いたします。

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲とその概要】

当社では、取締役会で審議・決定する事項につきましては、取締役会規程に定めております。経営陣は、取引・業務の規模や性質に応じて定めた
職務権限規程等に従って、取締役会で決定された経営の基本方針および経営計画に即して業務執行を行っております。

【原則４－９．　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づき、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督機能及び役割が期待され、株主と利益相
反が生じる恐れがないことを基本的な考え方として、独立社外取締役の候補者を選定しております。

【補充原則４－１１②　取締役の兼任状況の開示】

事業報告および株主総会参考書類において、各取締役・監査役の重要な兼任状況を開示しております。

【補充原則４－１１③　取締役の実効性評価】

当社は持続的成長を支える経営管理体制を強化すべく、全取締役を対象に取締役会全体の実効性に関するアンケートを実施し、その結果を取締
役会にて報告いたしました。2022年4月に実施したアンケート結果に関しましては、取締役会の構成及び運営、ガバナンスの在り方等、項目全般に
わたり概ね適切であることが確認され取締役会の実効性について十分に確保できていると評価しました。一方でリスク管理・監督機能については
引き続き更なる強化を図ることが望ましいと確認しましたので、取締役会での議論を重ね継続的に改善を実施していくことと致しました。

当社取締役会はこれらの評価結果を踏まえ、より充実したコーポレートガバナンス体制に向けて継続的な取り組みを進めてまいります。

【原則５－１．　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、IR担当取締役を指定しており、この者の指揮のもとＩＲ担当、総務、財務、経理、法務関係者等が連携をとって株主との建設的な対話が図
れるよう努めております。また、機関投資家向け会社説明会の開催やホームページでの情報開示の活用などＩＲ活動の充実を図っており、その結
果については経営陣幹部に報告しております。

なお、インサイダー情報の管理については内部情報管理規程に従い行っております。

２．資本構成



外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社クラフト 17,189,400 34.59

橋本　浩 14,985,576 30.16

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 1,437,000 2.89

株式会社商工組合中央金庫 907,200 1.82

MSCO　CUSTOMER　SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社）
738,258 1.48

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 726,700 1.46

キョウデン従業員持株会 427,640 0.86

株式会社三井住友銀行 332,640 0.66

三宅　司郎 308,000 0.61

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 304,700 0.61

支配株主（親会社を除く）の有無 橋本浩

親会社の有無 なし

補足説明

資本構成の【大株主の状況】は、2022年3月末日時点の株主名簿に基づき記載しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社と支配株主との取引につきましては、会社法の定めに従い取締役会においてその取引内容および条件等の妥当性を十分審議し決定するこ
とといたしております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特になし

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社



【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

長谷川　洋二 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長谷川　洋二 ○
当社は同氏に対して、弁護士業務委託案
件発生時に報酬を支払う場合があります
。

弁護士としての豊富な実績・見識を有しており、
経営判断におきまして高度かつ専門的な助言
、指導等、並びに、コーポレート・ガバナンスの
強化を含めた当社の経営全般に対する監督を
行っていることから選任しております。また、弁
護士業務委任案件発生時に報酬を支払う場合
がありますが、企業経営において一般的に有り
得る内容、かつ報酬額も過去3事業年度の平
均で年間10百万円を超えない金額と僅少であ
り、株主との利益相反の生じる恐れがないもの
と判断し、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査部門として、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は、年間の監査計画に基づいて当社及び当社グルー
プの業務監査、会計監査、情報システム監査、コンプライアンス監査を実施し、評価と提言を行い、内部統制の有効性と妥当性の確保に努めてお
ります。監査結果は、代表取締役社長、及び監査役へ報告しております。

監査役は、提出日現在3名で、そのうち社外監査役は2名です。監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会等重要な会議に出席するほか、
取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告を受けるとともに、必要に応じて説明を求めております。また、監査役は、内部監査
室と連携して事業所及び子会社の監査を行っております。

会計監査人との関係においては、法令に基づき会計監査報告書を受領し、相当性についての監査を行うとともに、相互に情報交換・意見交換を
行う等の連携を行い、監査役監査の実効性と効率性の向上を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

細川清史 他の会社の出身者 △

清水純一 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



細川清史 ○
過去、当社の主要な取引銀行である株式
会社八十二銀行に勤務しており、2005年3
月に同行を退職しております。

金融機関における豊富な経験や幅広い見識を
有し、経営の客観性や中立性重視の観点から
、社外監査役として当社の経営を監査するとと
もに、的確な助言を行っていることから選任して
おります。また、2005年3月まで、当社の主要な
取引銀行である株式会社八十二銀行に在籍し
ておりましたが、同行からの借入依存度は突出
しておらず、当社の経営に影響を与えるもので
はないことから、株主と利益相反の生じる恐れ
がないと判断し、独立役員として指定しており
ます。

清水純一 ○ 該当事項なし

金融機関の経営者としての豊富な経験を当社
の監査体制の強化に活かし、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行していただけるものと判
断し選任しております。また、当社との間に利
害関係はなく、株主と利益相反の生じる恐れが
ないと判断し、独立役員として指定しております
。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

当社の取締役の報酬は、会社の業績や経営内容、個々の職責と実績、経済情勢等を総合的に勘案して、適正な水準とすることを基本方針とし、2
022年6月23日現在において、業績連動報酬並びに非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬、等）の採用は行わず、固定報酬のみで構成するものと
する。役員報酬は株主総会が決定する報酬総額の限度内において、取締役会にて担当職務、業績、貢献度、等を総合的に勘案し協議した後、最
終的に代表取締役社長が決定するものとする。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書および事業報告書において役員報酬の総額を開示しております。

役員区分ごとの報酬等の総額



　　　取締役7名　報酬等の額83百万円

　　　監査役2名　報酬等の額8百万円

　社外役員3名　報酬等の額8百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は2021年2月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。取締役会は、当事業年
度に係る取締役の個人別の報酬等について、委任をうけた代表取締役社長が社外取締役の助言を得たうえで決定したため、当該決定方針に沿
うものであると判断しております。取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。

(1)　基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役会の個人別の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しなが
ら、総合的に勘案して決定するものとする。なお、取締役の報酬限度額は、1996年6月28日開催の定時株主総会において年額200百万円以内（但
し、使用人分給与は含まない）と決議されており、その範囲内とする。

(2)　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する方針

　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、
各取締役の基本報酬の額とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役の助言を得たうえで決定
するものとする。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役（社外監査役）の専任スタッフは配置しておりませんが、兼務スタッフ、もしくは内部監査室及び管理部門が、必要に応じて社外取締役
（社外監査役）の監査・監督業務を支援しております。

また、重要な議題等については、その都度報告・事前説明をいたしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社であり、社外監査役が半数以上を占める監査役会が経営を監査し、その健全性の確保に努めております。

監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会等重要な会議に出席するほか、取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告を
受けるとともに、必要に応じて説明を求めております。

取締役会は、経営陣・取締役に対する実効性の高い監督を行うことを主要な役割・責務の一つと捉え、適切に会社の業績等の評価を行っておりま
す。また、独立社外取締役を選任し経営の客観性と透明性を高めるとともに、指名・報酬等重要な事項の決定にあたっては適切な意見・助言を受
けることにより、経営に対する監督機能の強化を図っております。

当社グループの統治体制としては、事業計画や予算等の進捗管理のため、各社の取締役会、経営会議への出席等により報告を受けております。
また、各社の事業運営に関する重要な事項については当社の承認を必要とするほか、特に重要な事項については当社の取締役会に付議してお
ります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

上記概要から、現状のコーポレート・ガバナンス体制は、当社の事業規模においては最適であると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は、より開かれた株主総会を目指し、集中日を避けた株主総会の開催に努めており
ますが、曜日の巡り等により結果的に集中日になることがあります。

その他
招集通知の電子化を実施しており、発送の２営業日前に当社ホームページ等に掲載して
おります。また、決議通知につきましても、当社ホームページ等に掲載しております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通常年2回開催し代表者より、決算・事業戦略の説明をしております。 あり

IR資料のホームページ掲載
ホームページhttps://www.kyoden.co.jp/ ＩＲ情報の中で「決算短信、有価証

券報告書、適時開示資料、会社説明会資料等」を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総合企画室

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 環境保全活動、CSR活動の報告をホームページに掲載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

迅速かつ正確な情報開示に努めることを方針としております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は取締役会で決議した「内部統制システム構築の基本方針」に基づいて、「業務の有効性、効率性の確保」、「財務報告の信頼性の確保」、「
法令・社内ルール等の遵守(コンプライアンス)」、「資産の保全」を目的に、内部統制委員会を設置し、内部統制の強化改善に努めております。

内部統制活動としては、相互牽制が有効に機能する組織の構築につとめております。また、外部コンサルタントの協力を得る一方、内部監査室が
それらの統制活動が、法遵守性を伴いながら、有効かつ効率的に機能しているかを常時モニタリングしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応することを基本的な考
え方としております。

具体的には、対応統括部署及び不当要求防止責任者を総務部とし、反社会的勢力及び団体から不当な要求を受けた場合には、外部専門機関及
び弁護士等と連携を図りながら組織的に対応する体制を整備し、公安委員会・暴力追放運動推進センターより反社会的勢力に関する情報の収集
等、外部の専門機関との連携に努めております。また、外注先、取引業者等の間で契約書を取り交わし、反社会的勢力と関係の有無を確認でき
る方法をとっております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

(1)　リスク管理体制の整備状況

リスクの管理については、「リスクマネジメント規程」に基づき設置されたリスクマネジメント委員会の運用により対応しております。重点管理リスク
を策定し、各事業部門は定期的にそのリスクへの対策の進捗状況を委員会へ報告し、委員会は重点管理リスクへのプロテクトの状況を取締役会
へ報告しております。



当社及び当社グループの経営に重大な影響を与えるような事態が発生した場合は、当社の代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、必
要な対策を実施し、損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回復を図っております。

(2)　コンプライアンス体制の整備状況

当社及び当社グループの役職員の職務の執行が法令・社内ルール等及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、コンプライアンス・ポリ
シー（企業行動理念）を定め、コンプライアンス委員会を中心とする研修等により、全役職員に周知徹底をさせております。

また、当社及び当社グループの使用人からの通報相談を受け付ける社内・社外（弁護士）の通報相談窓口（ホットライン）を設置し、匿名での通報
を認めるとともに通報者に対する不利益な取扱を防止しております。

(3)　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております
。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または監
査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない場合に限られます。

(4)　会計監査の状況

当社は有限責任監査法人トーマツとの間で、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締結しており、継続監査期間は24年間で
あります。監査業務を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数

指定有限責任社員・業務執行社員　　小松聡（7年）、小堀一英（1年）

会計監査業務に係る補助者　　　　　 公認会計士3名、その他7名

(5)　取締役の定数及び任期

当社の取締役は10名以内とし、その任期は1年とする旨、定款に定めております。

(6)　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半
数をもって行う旨、定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

(7)　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株
主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ
り、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(8)　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締
役会の決議により定める旨、定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を
行うことを目的とするものであります。

また、株主への機動的な利益還元を可能にするために、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決議によって毎年9月30日を基準日とし
て、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

(9)　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めており
ます。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とす
るものであります。

(10) 適時開示体制の概要

当社は、会社法、金融商品取引法及び東京証券取引所の定める適時開示規制に準拠した情報開示を適時、適正かつ公正に行うとともに、当社
の判断により情報開示が有効であると判断した場合には、迅速な情報開示に努めております。

情報開示の判断については、各部門から受けた情報を、情報取扱責任者であるＩＲ担当役員が情報開示の判断をするとともに、適時開示が必要と
された情報は、取締役会の承認後、速やかに開示を行うこととしております。


